
地方公共団体の後援判断に際し表現の自由の尊重を求める会長声明 

 

 

１ ２０２０年（令和２年）４月２５日に京都府長岡京市内で予定されていた精神科医・立教大

学教授の香山リカ氏の講演会「診察室から見えるリアルなニッポン－貧困、差別、ハラスメン

トとうつ病」について、主催する乙訓社会保障推進協議会が、長岡京市に後援を申請したとこ

ろ、同市は、行政の運営に支障が生じるおそれがあるとして不承認とした。報道によれば、そ

の理由は、２０１８年（平成３０年）１１月、香山氏が出演予定だった南丹市主催の講演会に

ついて、講演の進行を妨げようとする内容の電話があり別の講師に差し替えられたという事例

をもとに検討し、「市民に影響を及ぼす可能性があり、安全を第一に考えた」からとされてい

る。 

２ 憲法２１条が保障する集会、言論等の表現の自由は、民主主義の根幹をなすものとして極め

て重要な基本的人権である。 

地方公共団体には、市民の安全を守る責務があると共に、民主主義を維持・発展させる責務

があるのであり、表現の自由が不当に侵害されようとする事態が生じた場合には、これに屈す

ることなく、警察や弁護士会等の関係機関と連携し、毅然とした対応をとることが求められる。

また、地方公共団体が、具体的かつ現実的な危険性も見受けられないのに、抽象的な「危険の

可能性」を根拠に、表現の自由の行使を支持しないという態度を取ることも、健全な民主主義

社会の維持発展のために不適切なものであると言わざるを得ないところである。  

今回の講演会は、平穏に行われようとしており、市民の安全について明らかな差し迫った危

険の発生が具体的かつ現実的に予見される事態が生じていたわけではなかった。それにもかか

わらず、市が、他の地域で講演の進行を妨げようとする内容の電話があり別の講師に差し替え

られたという１年以上も前の事例だけを根拠に、なんら具体的かつ現実的な危険性の兆候すら

なかったのに、後援を不承認としたとすれば、表現の自由に対する委縮効果につながりかねず、

誠に遺憾である。 

３ 当会は、２０１８年（平成３０年）１２月に、表現の自由に対する不当な威嚇行為を強く非

難する旨の会長声明を発しているところであるが、今回、改めて、京都府下の地方公共団体が、

講演会等の後援を判断するに際し、不当な圧力に屈することなく、また抽象的な危険の可能性

に過度に反応することなく、憲法が保障する表現の自由を最大限尊重した対応をとることを呼

びかけるものである。  
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